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展覧会開催の件 献納飛行機関係」アジア歴史資料センター資料『海軍省公文備考 Ｈ 物
品 巻３』、陸軍省『満州事変 国防献品記念録』１９３３年）。 
 























































    東京ニ於テハ １、陸軍省ヨリ新聞ニ発表 
           ２、ラヂオ全国中継放送 航空本部総務部長 
           ３、飛行機命名式ヲ行ヒ官民主要人物並東京附近寄附者ヲ招待 
           ４、講演会、活動写真映画会等開催 
 各着陸地ニ於テモ右ニ準シ出来得ル限リノ手段ヲ尽シテ実施スルモノトス 
三、着陸地及日程 
    東京   代々木練兵場、命名式後出発         第一日 
    仙台   練兵場                   第二日 
    立川   飛行場ニテ整備               第三日 
    大阪   城東練兵場                 第四日 
    広島   練兵場 即日出発              第五日 
    太刀洗  飛行場                   第五日 
    平壌   飛行場                   第六日 
    奉天   飛行場                 第六日到着     」 


































    東京、代々木、命名式後出発         第一日 
    仙台練兵場                 第二日 
    名古屋小幡原飛行場             第三日 
    大阪、城東練兵場              第四日 
    広島、練兵場                第五日 
    太刀洗飛行場                第六日 
    平壌、飛行場                第七日 






















昭和８年７月  大日本飛行少年団本部内 海軍軍用飛行機報国號献納会 」 
（「第５４６１号８．１２. １５、報国號献納基金募集に関する件」アジア歴史資 















「〔１９４２年９月２３日〕 航空日 新鷲献納式〔愛国７０４（荒川区隣組）〕 ／ 
国民の赤誠をこめた愛国機百十八機の献納式が九月二十一日 所沢飛行場で行われ
ました ／ 献納式には東條陸軍大臣も臨席 国民への謝辞を述べました」（『別冊










































































































    
「秘 
機種        一機完備価格   献納標準金額 
零式一号観測機   １６５，０００円  ８０，０００円 
零式一号艦上戦闘機 １７５，０００円  ８０，０００円 
零式一号水上偵察機 １８０，０００円 １００，０００円 
九九式艦上爆撃機  １４０，０００円 １００，０００円 




























市博物館『名古屋の商人 伊藤次郎左衛門 呉服屋からデパートへ』２００３年）。 
 

































































































































































    第四部 
     展覧会期間中場内に「衣料品更生相談所」を開設し、一般家庭よりの衣料        
品更生に就き無料相談に応ずる 
       … 
    第五部 
     戦時生活指導講演会の開催並展覧会開会式の挙行 
       … 
    第六部 
     期間中家庭生活指導に関する映画並にニュース映画の映写会を開催する 
       …                              」 



























  昭和十八年四月 配当金受領控 旭村小澤本家 
 
 














１８年度上   １８年度下   １９年上     １９年下 
種類          金額 
大日本電力分配金   ６１円９５ 
旭運輸         １円５１ 
名古屋鉄道     ２３５円２８  ２３５円２８  ２２０円３２  ５００円００ 
                                  ２２０円３２ 
日本発送電     ４１１円３１  ４１１円３１  ３８５円１６  ３８６円７４ 
関東電気興業    １０７円０７  １０７円０７   ９４円３６ 
日本郵船      ２５９円５０  ２５９円５０  ２４３円００  ２４４円００ 
中部配電      １５８円９５  １５８円９５  １３８円２１  １２８円１１ 
北海道配電     １０２円９４  １０２円９４   ８９円５１   ８２円９６ 
帝国銀行交付金    ４５円０５    
帝国銀行配当     ４８円６８   ４８円６６   ９１円２５   ９１円２５ 
南満州鉄道    １８３５円００ １７８０円００ １５９０円８０ １５１２円００ 
王子製紙       ８６円５０   ８６円５０   ５４円００   ８１円００ 
    
川崎重工業     １１３円５３  １４１円９１  １５９円４６ 
東京急行電鉄     ８８円２３   ９９円２６   ９３円３３ 
三菱銀行       ４３円２５   ２１円６３           ４１円００ 
日本勧業銀行     ５４円０７   ２７円０４   ５０円６３   ７３円４１ 
愛知農工銀行     １７円０３    ８円５２   １５円９９ 
朝鮮殖産銀行    ２２２円０７  １１１円０３  １９３円７２  １９３円７２ 
三菱重工業     １００円７８  １１３円５４   ４０円５０ 
                          １１６円５８ 
矢作水力第２回分配         ５１３円５２ 
矢作工業               ５５円３６ 
横浜火災              ４００円０７ 
同和火災交付金                    ９０円８４ 
同和火災配当金                    １２円２９ 
 金額合計    ３９９２円７０ ４６８２円０９ ３５７６円８２ ３５５４円５１  























































を得ないと言えよう（『週刊東洋経済新報 臨時増刊 中部日本特輯号 中部日本の事業と
会社 昭和十四年版』第一八九二号、１９３９年）。 
 さらに、資料の直前の時期の金融機関の配当に関する「近年の成績」について見れば、
三井銀行（１９４３年、帝国銀行へ）は「八分配当継続」、三菱銀行は「八分配当継続」、
日本勧業銀行は「一割配当継続」、朝鮮殖産銀行は「九分配当継続」、横浜海上火災保険は
「十四年度迄一割六分配当継続、十五年度一割三分九厘に減配」となっている（『ポケット
会社要覧 昭和十七年版』経済雑誌ダイヤモンド社、１９４１年）。金融機関は、概ね高配
当であったと言えよう。 
 国策会社、時局関連の会社、軍需的重工業の会社などへの投資によって得られた配当金
額の総額は、昭和１８年度下期で、４６８２円程にまでなっているが（表１）、日露戦後・
明治末頃の、三井銀行時代の小林一三（慶應義塾卒業）の「年間給与」が「二百五十円（月
給二十円）」と言われていることや（日本経済新聞社編『日本の経営者』日経文庫、日本経
済新聞出版社、２００９年）、小林一三経営の箕面有馬電気軌道が販売する大阪郊外の「土
地付き分譲住宅」は、「一区画１００坪、二階建て５－６室の文化住宅」で、「価格は２５
００円」であることや、１９２１年頃に箱根土地会社が売り出した別荘が、「日露戦後から
第一次大戦期にかけて誕生した会社員、銀行員、官吏、教師などの新中間層〔三井銀行時
代の小林一三もその一人〕向けの別荘地」として、「１００坪」で、さらに「電話や夜具、
炊事道具、調味品などを備えつけて、一万円で売り出した」ことや、１９３７年頃に箱根
土地会社が売り出した別荘が「土地１００坪、建坪１７－１８坪で価格は２５００円」で
あったこと（同地は「東京からわずか二時間半で行ける温泉地」）（老川慶喜『鉄道と観光
の近現代史』河出ブックス、河出書房新社、２０１７年）、などからすれば、「小澤本家」
の軍需株への投資による配当金の合計は、年間所得としてはかなりの金額であったと言え
よう。 
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おわりに 
 以上の分析・検討は、大塚英志編『動員のメディアミックス ＜創作する大衆＞の戦時
下・戦後』（思文閣出版、２０１７年）の視点である、「動員」される人々は決して受動的
なだけではない、「参加型メディアミックスは、戦時下にはっきり見られるのである」とい
う指摘を参考にしたものである。本小論でとりあげた、飛行機献納運動、百貨店でのプロ
パガンダ、軍需株への投資も、戦時下のそうしたケースと考えられよう。 
あらためて見れば、満州事変以降、飛行機献納運動は兵士の「武勲を祈り」「感謝の熱意」
を示すべく、兵器献納の最優先として、１９３２年１月に開始され、愛知県民も、１９３
２年７月に、愛知時計電機製造の水上偵察機を海軍に、同年８月に、九二式偵察機（三菱
航空機製）を愛国第四十九号機として陸軍に、それぞれ献納する。 
陸軍への献納機・愛国号第一号、第二号は、１９１８年以来の「陸軍学藝技術奨励寄附
金」として国民から寄付を受けた金額約１７万円をもとに実現したことから、その命名式
は祭典として開催される(１９３２年１月)。この愛国号二機は、関東軍飛行隊に交付のもの
であったが、国民への謝礼、「謝恩」と「航空宣伝」、「空中国防ノ思想ノ普及」を徹底せし
めるためや、今後の「貴重ナル献金ノ益々ノ隆昌」を図るために、全国主要都市を訪問着
陸する。東京で命名式を行った後、仙台、大阪、広島に着陸し、太刀洗、平壌を経て奉天
に向かっている。当初は、「名古屋・小幡原飛行場」も予定されていた。 
名古屋鉄道は、１９４４年に陸海軍にそれぞれ２５万円ずつ献金し、陸軍戦闘機三機、
海軍戦闘機三機を献納しているが、海軍当局は零式艦上戦闘機については、「献納標準金額
８０，０００円」としており、名古屋鉄道の献金額も三機分として２５万円とほぼその金
額に近いものとなっていることから、陸海軍への献納機運動は、軍当局の意向を量った、
人々の「参加・参画」の運動であったと言えよう。 
名古屋における百貨店の先駆けは日露戦争後の１９１０年に新築オープンした「デパー
トメントストア いとう呉服店」であった。１９２５年には名古屋市・矢場町の現在地に
新店舗、松坂屋を新築する。同店は売り場面積の広さが際立つだけでなく、特別陳列室・
宴会場・演芸場・水族館などを備えた「大衆の娯楽の場」となる。とくに屋上には、滑り
台や活動写真がのぞけるマトスコープや、猿や熊、ペリカンなどのいる小動物園もあり、
子どもたちには「最もよい遊び場所」となる。松坂屋は「流行を創り広めるという流行の
担い手」となり、「家族で楽しみながら、新しい情報に接することができる場所」となる。 
その百貨店は、戦時下、前線の部隊の「武勲」に国民が感謝し、「銃後国民」としての職
責を認識させる場となる。１９３６年には、新愛知新聞社主催で、陸軍省などの中央官庁
や満州国、第三師団、愛知県、名古屋市が後援する「亜細亜大陸博覧会」が松坂屋で開催
され、郷土の「伊東部隊凱旋歓迎」とあわせて、銃後の人々に「帝国の陸の生命線」や南
満州鉄道に関する認識を深めることを強調している。日米開戦後の１９４２年には名古屋
市と大政翼賛会名古屋市支部主催の「衣料切符制実施と戦時生活指導展覧会」を開催する。
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百貨店は、「政府の意を体し」、「消費規正」という名の衣料切符制の趣旨徹底をはかり、市
民戦時生活を指導する場となる。「銃後」という「流行」を普及する場となったのである。 
 戦時下、「日本の兵器廠として知られた愛知県」「軍需工業都市名古屋」を中心とする中
京工業地帯は、軍需工業の大工場が立地し、特に、航空機生産の一大拠点であり、三菱重
工業名古屋航空機製作所、愛知時計電機（愛知航空機）、そして川崎航空機工業岐阜工場が
立地していた。 
戦時下の生産力拡充に対応して、軍需大企業の株式公開・募集による資金調達がすすめ
られ、拡大する重工業は軍需工業の中心として、軍需株として「大活況」に沸く。展示資
料の「旭村 小澤本家」の株式投資から、一般の人々の投資が、銀行株とともに、南満州
鉄道、そして電力国家管理によって生まれた日本発送電(１９３９年設立)などの国策関連株
に集中したことが知られる。さらに新興の軍需株である矢作工業も投資先となる。矢作工
業は矢作水力の工業部を分離独立し１９４２年に設立された会社であり、硫安を主とし、
硫酸、酸素、水素其他化学薬品を製造する。化学工業は、電力配給の優先順位上位の産業
部門であった。電力事業が国家管理となり、全国一社の日本発送電に電力各社の発送電設
備の統合が行われ、併せて１９４２年には中部配電が設立される。矢作水力も統合される
が、経営存続を図るために兼営の硫安部門を分離して矢作工業を設立する。以上のような
戦時下の激変を投資機会として活用したのも「小澤本家」のような一般の人々であった。 
 
